
特別養護老人ホームみなと弘済園 重要事項説明書 

（指定介護老人福祉施設） 

令和 ６年１０月 １日現在 

 

 

 

当施設は介護保険の指定を受けています。 

（吹田市指定 第 2771607682 号） 

 

 

 

当施設は利用者に対して介護福祉施設サービスを提供します。 

施設の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを説明します。 
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１ 開設者 

 （１）開設者      社会福祉法人みなと寮 

 （２）法人所在地    大阪府河内長野市河合寺４２３番１ 

 （３）法人電話番号   ０７２１－６２－３７００  FAX ０７２１－６２－３７１１ 

 （４）法人代表者氏名  理事長 大西豊美 

 （５）法人開設年月日  昭和２７年５月１７日 

  

２ 施設の概要 

 （１）施 設 の 種 類  指定介護老人福祉施設・令和４年４月１日指定 

             吹田市指定第 2771607682 号 

 （２）施 設 の 目 的  介護保険法令に従い、入所者が、その有する能力に応じ、可能な限り自立

した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、入所

者に、日常生活を営むために必要な居室及び共用施設等をご利用いただき、

介護福祉施設サービスを提供します。 

 （３）施 設 の 名 称  特別養護老人ホームみなと弘済園 

 （４）施設の所在地  大阪府吹田市古江台６丁目２番１号 

 （５）電 話 番 号  ０６－６８７１－８０１８ （ＦＡＸ）０６－４８６３－５３７１  

 （６）施設長（管理者） 高 濱 圭 二 

 （７）施設の運営方針  当施設は、入院治療がなく、身体的又は精神上著しい障害があるために常

時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難な方が

ご利用いただきます。 

 （８）開 設 年 月 日  昭和４１年４月１日 

 （９）入 所 定 員  ２７０名 

 

３ 施設の構造・居室及び主な設備  

 （１）構造規模   

    ・延床面積  １１，３１２．７３㎡ 

    ・構 造  鉄筋コンクリート造５階建 

 （２）居室及び主な設備 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居室・設備の種類 
人数又は

室数 

備  考 

個室 ４人室 その他 

居 室 

２階  66 人 14 室 13 室 
・面積 

個 室 13.2～16.0 ㎡ 

４人室 43.2～51.4 ㎡ 

（各室に洗面設備・トイレ有） 

・２階に診察室、静養室等医療関

係所室を設置 

３階  68 人 16 室 13 室 

４階  68 人 16 室 13 室 

５階  68 人 16 室 13 室 

合 計 270 人 62 室 52 室 

食 堂 
２階 

３階～５階 

１室 

各階３室 

228 ㎡ 

(1)63.4 ㎡ (2)54.1 ㎡ (3)117.6 ㎡ 

浴 室 ２階～５階 各階１室 各室に個別浴槽３、機械浴槽１、チェアー浴槽１有 
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４ 職員の概要    

   入所者に対して指定介護老人福祉施設サービスを提供するため、介護保険法の指定基準に沿い職

員を配置しています。 

 

（１） 職員の配置状況（令和 ６年 ８月 １日現在） 

従業者の職種 

 

員数 

 

区  分 

常勤換算後の人数 

事業者

の指定

基準 

常 勤 非常勤 

専従 兼務 専従 兼務 

管 理 者 １ １    １ １ 

生 活 相 談 員 ４ １ ３   ４ ３ 

介 護 職 員 １０９ ７８  ３１  98.0 
105.9 

８４ 

看 護 職 員 ９ ５  ４  7.9 ６ 

介護支援専門員 ８ ３ ３ ２  7.4 ３ 

機能訓練指導員 ４ ２  ２  2.4 １ 

医 師 ２ １  １  1.1  

管 理 栄 養 士 ２ ２    ２ １ 

  

（２）職員の職務内容 

従業者の職種 職 務 内 容 

管 理 者  施設の業務を統括します。 

生 活 相 談 員 
 入所者の入退所・生活相談・面接・調査及び援助の企画立案・実施に関する業

務に従事します。 

介 護 職 員  入所者の日常生活の介護、相談及び援助の業務に従事します。 

看 護 職 員 
 入所者に対する医師の診察の補助及び看護並びに入所者の保健衛生管理に従

事します。 

介護支援専門員 入所者の介護度、心身の状況等を勘案して、ケアプランの作成等に従事します。 

機能訓練指導員 
入所者の介護度に基づくケアプランや心身の状況等を勘案して、入所者の機能

回復、機能維持に必要な訓練及び指導に従事します。 

医 師 入所者の診察及び保健衛生の管理指導の業務に従事します。 

管 理 栄 養 士 
栄養指導・栄養ケアマネジネントに関する業務及び業務委託業者に対する食事

業務全般についての指導・確認業務に従事します。 

 

（３）職員の勤務体制 

従業者の職種 勤務時間 勤務人員 

管 理 者        １０：００～  １８：３０ １名 

生 活 相 談 員 １０：００～    １８：３０ ３名 

介 護 職 員 

標準的な時間帯における最低配置人員 

早出     ７：３０～  １６：００ 

日勤    １０：００～  １８：３０ 

遅出    １０：４５～  １９：１５ 

夜勤    １６：００～翌日１０：３０ 

 

４名 

１６名 

１６名 

１２名 
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看 護 職 員 
標準的な時間帯における最低配置人員 

        ９：００～  １７：３０ 

 

 ６名 

介護支援専門員        １０：００～  １８：３０ ３名 

機能訓練指導員         ９：００～  １７：３０ １名 

医 師 
管理医師  週４日 １０：００～１６：００ 

精神科医師 月２回 １３：００～１５：００ 

 １名 

 １名 

管 理 栄 養 士        １０：００～  １８：３０ ２名 

 

５ 施設が提供するサービスと利用料金 

  提供するサービスには次の２種類があります。 

 Ⅰ 介護保険給付サービス（契約書第 3条参照） 

 

（１）介護保険の給付対象となるサービス（居住費・食費は介護保険の給付対象外となります） 

種  類 内     容 

食  事 

・栄養士の立てる献立により、入所者の健康の保持・増進、また疾病治療に必要な

栄養素を過不足なく摂取でき、かつ安全な食事を提供します。 

・食事はできるだけ離床して食堂で食べていただけるように配慮します。 

【食事時間】 

 配膳時間 食事時間 

朝食 ７：３０ ７：４５～ 

昼食 １１：４５ １２：
００～ 

夕食 １７：
４５ １８：００～ 
 

居  室 
・整理・整頓・清掃・清潔を心がけ、良好な衛生環境が維持された住環境の中で生

活していただきます。 

排  泄 
・入所者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立についても適切

な援助を行います。 

入  浴 ・年間を通じて週２回以上の入浴または清拭を行います。 

離床・着替え・

整容等 

・寝たきり防止のため、できる限り離床に配慮します。 

・清潔を保つため、回数は限定せずに失禁のつど着替えを行うよう配慮します。 

・個人としての尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助をします。 

・シーツ交換は７日に１回、寝具は失禁等による汚染のつど交換します。 

機能訓練 

・機能訓練指導員（作業療法士等）による入所者の状況に適合した機能訓練を行い、

精神機能・身体機能の低下を防止するよう努めます。 

【当施設で活用する主な用具】 

 楽器・治療用ゲーム・手工芸機器・ＡＤＬ用設備・園芸用具等 

健康管理 

・施設内診療所の医師及び看護師による健康管理に努めます。 

・また、緊急等必要な場合には管理医師による適切な処置を受けていただきます。 

・入所者が外部の医療機関に通院又は入院する場合の移送については、必要な範囲

で当施設で配慮します。 

相談及び援助 

・当施設は、入所者及びその家族からのいかなる相談についても誠意をもって応じ、

可能な限り必要な援助を行うよう努めます。 

 （相談窓口：生活相談員または介護支援専門員） 
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アクティビテ

ィサービス 

・入所者の個別の欲求やニーズに基づき、その個人が種々のアクティビティ（活動）

が行えるように環境を整え、その人らしい質の高い生活が継続できるように、適

宜アクティビティサービスを企画します。 

【主な娯楽設備】 

 クラブ活動（音楽・手芸・生花・書道・語り部・絵画の各クラブ） 

 各アクティビティサービス 

 

（２）介護福祉施設サービスの料金（入所者負担額）（１～３割負担の場合） 

 （ア）介護福祉施設サービス費 

 従来型個室 多床室 

介護度 単位数 
１日あたり負担額 

単位数 
１日あたり負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 １割負担 ２割負担 ３割負担 

１ 723 762 円 1,524 円 2,287 円 723 762 円 1,524 円 2,287 円 

２ 802 846 円 1,693 円 2,539 円 802 846 円 1,693 円 2,539 円 

３ 886 934 円 1,868 円 2,802 円 886 934 円 1,868 円 2,802 円 

４ 965 1,018 円 2,036 円 3,054 円 965 1,018 円 2,036 円 3,054 円 

５ 1044 1,101 円 2,202 円 3,303 円 1044 1,101 円 2,202 円 3,303 円 

※単位数の中には、看護体制加算Ⅰ（４単位）、夜勤職員配置加算Ⅰ（13 単位）、精神科医療養指導

加算（５単位）、サービス提供体制強化加算Ⅱ（18 単位）、介護職員処遇改善加算Ⅰ（各要介護度に

各種加算合計の 14％）、科学的介護推進体制加算Ⅱ（月 50 単位）、協力医療機関連携加算（月 100 単

位）、生産性向上推進体制加算Ⅱ（月 10単位）を含んでいます。また、単位数×10.54 円（端数切捨）

が介護福祉施設サービス費となり、その負担割合（１割・２割・３割）に応じて計算（端数切り上

げ）された金額が入所者負担額となります。 

※入所月のみ、安全対策体制加算（２０単位）が算定されます。 

※上記の加算以外として、療養食加算（６単位/食）、入院・外泊加算（246 単位）、若年性認知症利

用者受入加算（120 単位）、看取り介護加算（死亡日 1280 単位､前日・前々日 680 単位､４日～30 日

前 144 単位、31 日～45 日前 72 単位）、退所時情報提供加算（250 単位/回）、退所時栄養情報提供加

算（70 単位/回）、新興感染症等施設療養費(240 単位/日)等がありますが、該当する方のみとなって

おります。 

  

各加算金の説明 日額 内   容 

看護体制加算Ⅰ 5～13 常勤の看護師を１名以上配置していること。 

夜勤職員配置加算Ⅰ 14～42 
夜勤を行う介護職員・看護職員の数が基準より 

１人以上上回っていること。 

精神科医療養指導加算 6～16 
精神科を担当する医師による定期的な療養指導が

月に２回以上行われていること。 

サービス提供体制強化加算Ⅱ 19～57 

利用者に直接サービスを提供する介護職員の総数

のうち、介護福祉士の資格を有する者の占める割合

が百分の六十以上であること。 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 94～406 対象となる要介護度と各種加算合計の 14％ 

科学的介護推進体制加算Ⅱ ※月 53～158 

さまざまなケアにより記録している利用者の状態

像に関する情報について、厚生労働省に情報提供を

し、得られるフィードバックをもとに、PDCA によ

りケアの質を高めていく取り組みを評価する加算 
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初期加算 32～95 
入所日から 30日以内の期間。また、30 日を超える

入院後に再入所も同様。 

外泊加算 260～778 

病院等へ入院した場合及び居宅などへ外泊を認め

た場合（連続して 7泊、複数の月にまたがる場合は

12 泊） 

療養食加算 7～19 
医師の指示（食事箋）に基づく腎臓病食や糖尿病食

等の治療食の提供が行なわれた場合。 

若年性認知症利用者受入加算 127～380 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当

者を定め、その者を中心に当該利用者の特性やニー

ズに応じたサービス提供を行う場合。 

看取り介護加算Ⅰ 31～45 日前 

4～30日前 

        前日・前々日 

           死亡日 

76～228 

152～456 

717～2,151 

1,350～4,048 

看護師又は医療機関等との２４時間連絡体制を確

保し、健康上の管理を行っており、かつ看取り介護

の体制が出来ている場合。 

協力医療機関連携加算 月 105～316 

施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協

力医療機関との連携の下でより適切な対応を行う

体制を確保する観点から、在宅医療を担う医療機関

や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性

のある連携体制を構築している。 

退所時情報提供加算 1 回 263～790 

医療機関等へ退所する入所者等について、退所後の

医療機関に対して入所者等を紹介する際、入所者等

の同意を得て、当該入所者等の心身の状況、生活歴

等を示す情報を提供した場合に、入所者等１人につ

き１回に限り算定する。 

退所時栄養情報提供加算 1 回 73～221 

管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、 

当該者の栄養管理に関する情報を提供する。１月に

つき１回を限度として所定単位数を算定する。 

生産性向上推進体制加算Ⅱ 1 回 10～31 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減に資する方策を検討するための委

員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性

向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に

行っていること。 

新興感染症等療養費加算 1 日 252～758 

利用者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染

した場合に、相談対応、診療、入院調整等を行う医

療機関の確保、感染症に感染した利用者に対し、適

切な感染対策を行うこと。1 月に 1 回、連続する 5

日を限度として算定する。（※現時点において指定

されている感染症はない。） 

  ※月単位の精算時では小数点以下の端数処理の問題で若干の誤差が出てきます。 

 

（イ）高額介護サービス費（介護福祉施設サービス費の入所者負担額の上限を定めるもの） 

    サービスにかかった費用については個々の介護保険負担割合証に記載された割合が入所者の

負担になりますが、一定の上限額を超えた場合には申請によって超えた分が介護保険で給付され

る制度です。 
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対象者 サービス負担限度額 備考 

生活保護を受給している方等 15,000 円/月 ・入所者負担段階は、高

額介護サービス費受領

委任払承認通知書で確

認できます。 

・入所後速やかに保険者

である関係市区町村に

申請を行います。 

世帯全員が市町村民非課税で前年の年金収入額

とその他の所得金額の合計が 80 万円以下 
15,000 円/月 

世帯全員が市町村民税非課税 24,600 円/月 

市町村民税課税から課税所得 380 万円（年収約

770 万円）未満 
44,400 円/月 

課税所得 380 万（年収約 770 万円）～課税所得

690 万円（年収約 1,160 万円）未満 
93,000 円/月 

課税所得 690 万円（年収 1,160 万円）以上 140,100 円/月 

  

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第 5条参照） 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算して、１６日頃に請求します。その請求金

額を２２日に指定口座より引き落とします。【月によって時期がずれることがあります。】（１ヶ

月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。） 

※金融機関口座からの自動引き落としが出来なかった場合は指定口座への振り込みを

お願い致します。（振込手数料はご負担お願い致します。） 

 

  関西みらい銀行  千里山出張所 普通預金００１８０３４ 

  口座名義     社会福祉法人みなと寮  【フク）ミナトリョウ】 

 

Ⅱ 介護保険給付対象外サービス（契約書第 4条参照） 

介護保険の給付対象外となるサービスと利用料金 

（ア）食  費        1,445 円/日  １ヶ月（31 日として計算）  44,795 円 

 （イ）居住費（従来型個室） 1,231 円/日    １ヶ月（31日として計算）  38,161 円 

    居住費（多床室）     915 円/日  １ヶ月（31日として計算） 28,365 円 

  ※上記金額は標準的な金額であり、実際には入所者の所得により負担限度額が決まります。負担限

度額は下記のとおりです。なお、市民税課税世帯の方については、上記金額となります。 

段階 所得の状況 食費 
居住費 

従来型個室 多床室 

第１段階 
老齢福祉年金受給者で市町村民税非課税世帯 

生活保護受給者 

300 円 380 円 0 円 

9,300 円 11,780 円 0 円 

第２段階 

市町村民税非課税世帯で、本人の合計所得金額

と課税・非課税年金収入額の合計が 80 万円以

下 

390 円 480 円 430 円 

12,090 円 14,880 円 13,330 円 

第３段階

① 

世帯全員が市町村民税非課税で、本人の合計所

得と課税・非課税年金収入額の合計が 80 万円

を超え 120 万以下 

650 円 880 円 430 円 

20,150 円 27,280 円 13,330 円 

第３段階

② 

世帯全員が市町村民税非課税で、本院の合計所

得と課税・非課税年金収入額の合計が 120 万円

を超える 

1,360 円 880 円 430 円 

42,160 円 27,280 円 13,330 円 

第４段階 上記以外に該当する人 
1,445 円 1,231 円 915 円 

44,795 円 38,161 円 28,365 円 

   注：表の金額の上段は１日あたりの金額、下段は１ヶ月（３１日分として計算）あたりの金額を

表示しています。 
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（ウ)その他の介護保険給付対象外のサービスと利用料金 

サービスの種別 内  容 

理髪・美容 
毎月１回訪問美容業者による理髪や美容サービスをご利用いただけます。 

利用料金は実費負担となります。 

日常生活品の購入代行 
入所者及びご家族による購入が困難である場合は、施設の代行サービス

をご利用いただけます。【利用料金】実費相当額 

行政手続きの代行 
行政機関に対する手続きが必要な場合には、入所者及び家族の状況によ

り代行します。【利用料金】実費相当額 

事務管理費 

入所者の希望により現金等貴重品を「入所者所持金等管理取扱要綱」に

より管理します。また、入所者の医療費（処方薬代、受診代）や嗜好品な

どの買い物・支払い代行をします。 

【利用料金】事務手数料として月額 1,000 円 

 

Ⅲ その他の費用の額をやむを得ず変更する時の手続き 

 上記に定める利用料については、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な

額に変更する場合があります。その場合、事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う１ヶ

月前までにご説明いたします。 

 

６ 苦情の申立について（契約書第 22 条参照） 

 苦情又は相談があった場合は、窓口で面談、電話、書面で受付します。また、ご意見箱を設置してい

ますのでご利用ください。 

 苦情対応担当者 前田俊（介護支援専門員兼生活相談員） 

ご利用時間   午前１０時～午後６時３０分 

ご利用方法   電  話：06-6871-8018 

         面  接：特別養護老人ホームみなと弘済園 

         ご意見箱：当施設各階に設置常設受付窓口 

 

（１）円滑迅速に苦情解決を行うための体制、手順 

相談、苦情があった場合、第三者委員への報告を行い、苦情解決委員会を開催します。問題の詳

細を把握するために関係職員、入所者及びそのご家族等などから必要に応じて状況の聴取を実施

し事実関係を確認します。 

把握した状況に基づき、関係者への連絡調整、注意指導を行うとともに、苦情申出人には必ず対

応方法を含めた結果報告を行います。 

  第三者委員 道中 隆（関西国際大学教育学部 教授） TEL 06-6498-4755 
横瀧 洋（横瀧法律事務所） TEL 06-6364-2636 

・結果については個人情報保護を十分配慮した上で、園内の掲示板、懇談会での説明をしていきます。 

 

（２）苦情解決マニュアル 

・苦情解決マニュアルを作成、その内容を職員、入所者及びそのご家族等に徹底することにより適切な

対応が出来るようにしていきます。 
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（３）その他 

・当事業所において、処理し得ない内容については、大阪市、大阪府の行政窓口、国保連等の関係機関

との協力により適切な対応方法を入所者の立場にたって検討し対応します。 

 

大阪市の苦情等相談連絡先 

大阪市健康福祉局高齢者施策部介護保険課指定・指導グループ 

所在地  大阪市北区中之島１丁目 3番 20号 

電 話  06-6241-6310 

受付時間 午前 9時～午後 5時 30分（土曜・日曜・祝日を除く） 

吹田市の苦情等相談連絡先 

吹田市福祉部高齢福祉室 

 所在地  吹田市泉町 1丁目 3番 40 号 

 電 話  06-6384-1231(代) 

 受付時間 午前 9時～午後 5時 30 分（土曜・日曜・祝日を除く） 

公的団体の苦情等連絡先 

 

大阪府国民健康保険団体連合会介護保険課 

 所在地  大阪市中央区常磐町 1丁目 3番 8号 

（中央大通りＦＮビル内）  

電 話  06-6949-5418 

 受付時間 午前 9時～午後 5時 15 分（土曜・日曜・祝日を除く） 

 

 

保険者の苦情相談連絡先 

 

 

 

 

 保険者                             

 

 所在地                             

                              

 電 話                            

                              

 受付時間                            

 

７ 守秘義務及び個人情報保護（契約書第 8条参照） 

 （１）守秘義務 

   事業者及び職員は、業務上知り得た入所者及び家族の情報を第三者に漏洩することはしません。

この守秘義務は本契約が終了した後も継続します。 

 （２）個人情報の第三者提供 

  ○事業者は、入所者の個人情報について、「個人情報に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な

取扱に努めるものとします。 

  ○事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上で知り得

た入所者及びその家族の個人情報を正当な理由なく第三者に漏らしません。 

  ○また、この個人情報を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

  ○事業者は、従業者に業務上知り得た入所者又はその家族の個人情報を保持させるため、従業者で

ある期間及び従業者でなくなった後においても、その個人情報を保持するべき旨を従業者との雇

用契約の内容とします。 

 

 

８ サービス提供記録の開示 

    入所者及びその家族等が希望された場合は、個人情報保護規定に基づき、入所者に提供された 

サービスの記録を開示し、複写物を交付します。 
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９ 入所中の医療の提供 

   医療を必要とする場合は、入所者の希望により、下記協力医療機関において診療や入院治療を受

けることができます。（但し、協力医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するものではあり

ません。また、協力医療機関での診療、入院治療を義務づけるものではありません。） 

協力医療機関 

医療機関の名称 大阪市立弘済院附属病院 

所 在 地 大阪府吹田市古江台６丁目２番１号 

電 話 番 号 06-6871-8013 

診 療 科 
内科・神経内科・精神科・整形外科・皮膚科・泌尿器科・耳鼻咽喉科・

リハビリテーション科・放射線科 

入 院 設 備 基準看護 90 床 

救急指定の有無 無 

協力医療機関 

医療機関の名称 大和病院 

所 在 地 大阪府吹田市垂水町３丁目２２番１号 

電 話 番 号 06-6380-1981 

診 療 科 
内科・外科・整形外科・脳神経外科・眼科・放射線科・泌尿器科・リ

ハビリテーション科 

入 院 設 備 一般  131 床  療養 44 床 

救急指定の有無 有 

協力医療機関 

医療機関の名称 吹田徳洲会病院 

所 在 地 大阪府吹田市千里丘西２１番１号 

電 話 番 号 06-6878-1110 

診 療 科 
内科・外科・整形外科・脳神経外科・眼科・放射線科・泌尿器科・皮

膚科他 

入 院 設 備 
一般 365 床（一般 219 床、ICU10 床、HCU8 床、SCU6 床、緩和ケア 22

床、療養 50 床、地域包括ケア 50 床） 

救急指定の有無 有 

協力医療機関 

医療機関の名称 医誠会国際総合病院 

所 在 地 大阪府大阪市北区南扇町 4-14 

電 話 番 号 0570-099166 

診 療 科 
内科・外科・整形外科・脳神経外科・眼科・放射線科・泌尿器科・皮

膚科他 

入 院 設 備 一般 560 床 

救急指定の有無 有 

協力歯科医療機関 

医療機関の名称 岡本歯科 

所 在 地 大阪府吹田市桃山台２丁目２番４号 

電 話 番 号 06-6871-0712 

診 療 科 一般歯科・小児歯科・矯正歯科・口腔外科 

入 院 設 備 無 

救急指定の有無 無 
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１０ 施設を退所していただく場合（契約の終了について）（契約書第 13 条参照） 

当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような事由がない

限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合

には、当施設との契約は終了し、入所者に退所していただくことになります。 
① 要介護認定により入所者の心身の状況が非該当又は要支援と判断された場合 

② 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により当施設を閉鎖した場合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、入所者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

④ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑤ 入所者から退所の申し出があった場合（詳細は以下をご参照ください） 

⑥ 事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照ください） 

 

（１）入所者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第 14 条、第 15 条参照） 

  契約の有効期間であっても、入所者から当施設からの退所を申し出ることができます。その場合に

は、退所を希望する日の７日前までに事務所まで申し出ください。 

  ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由無く本契約に定める介護福祉施設サービスを実施

しない場合 

③ 事業者もしくはサービス従業者が守秘義務に違反した場合 

④ 事業者もしくはサービス従業者が故意又は過失により入所者の身体・財物・信用等を傷つけ、又

は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑤ 他の入所者が入所者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場合にお

いて、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

（２）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除）（契約書第 16 条参照） 

  以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただく場合があります。 

① 入所者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、

又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

② 入所者による、サービス利用料金の支払が６ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわ

らずこれが支払われない場合 

③ 入所者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従業者もしくは他の入所者等の生命･

身体･財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい

重大な事情を生じさせた場合 

④ 入所者が連続して 3 か月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしくは入院した

場合（ただし、入院による契約解除の手続き自体は６ヶ月程度を目安としています） 

⑤ 入所者が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医療施設に入院した場合 

 

（３）円滑な退所のための援助（契約書第 17 条参照） 

  事業者は、入所者が当施設を退所する場合には、入所者の希望により、入所者の心身の状況、置か

れている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を入所者に対して速やかに行います。 

○適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

○居宅介護支援事業者の紹介 

○その他保険医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 
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１１ 事故発生時の対応（契約書第 23 条参照） 

  入所者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は速やかに保険者、入所者の家族等に連

絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

  また、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。守秘義務に違反した場合

も同様とします。ただし、その損害の発生について、入所者に故意又は過失が認められる場合、入所

者のおかれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合には事業者の損害賠償責任を減じる場合

があります。 

 

１２ 非常災害時の対策 

（１）施設は、非常災害に備えて定期的に避難、救出、夜間想定を含めその他必要な訓練を年 2回以上

行います。なお、当施設の防災設備は下記のとおりです。 

 

 

 

 

   

 

 

※カーテン等は防炎性能のあるものを使用しています。 

（２）施設は、消防法に準拠して非常災害に関する具体的計画を別に定め、非常災害時の関係機関への

通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に周知します。 

 

１３ 虐待の防止について 

 当施設では、入所者等の人権の擁護・虐待の防止のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

 （１）虐待防止に関する責任者を選定します。 

   虐待防止に関する責任者  施設長 高濱圭二 

 （２）成年後見制度の利用を支援します。 

 （３）虐待防止検討委員会を設置します。 

 （４）虐待防止検討委員会は、職員への研修内容、虐待防止のための指針策定、虐待等の相談・報告

の体制、虐待を把握した際の通報、虐待発生時の再発防止策の検討等を行います。なお、本虐

待防止検討委員会は、場合により、他の委員会と一体に行うほか、テレビ会議システムを用い

て実施する場合があります。 

 （５）職員は、年２回以上、虐待発生の防止に向けた研修を受講します。 

 （６）虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合には、責任者は速やかに市町村等関係者に報告を

行い、事実確認のために協力します。また、当該事案の発生の原因と発生防止策について、速

やかに虐待防止検討委員会にて協議し、その内容について、職員に周知するとともに、市町村

等関係者に報告を行い、再発防止に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

設備名称 個数等 設備名称 個数等 

スプリンクラー 有 防火扉・シャッター 14 ヶ所 

避難出口 15 ヶ所 屋内消火栓 有 

自動火災報知機 有 非常通報装置 有 

誘導灯 124 ヶ所 漏電感知器 有 

ガス漏れ感知器 有 非常用自家発電装置 有 
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１４ 身体的拘束等原則禁止 

（１）施設は、指定介護老人福祉施設サービスの提供に当たっては、当該入所者又は他の入所者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他の入所者の行動を制限

する行為を行いません。 

（２）施設は、前項の身体的拘束等を行う場合には、次の手続きにより行います。 

① 身体拘束廃止委員会及び身体拘束適正化検討委員会を設置します。 

②「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」に身体拘束にかかる態様及び時間、その際の入所者の

心身の状況並びに緊急やむを得なかった理由を記録します。 

③ 入所者又は家族に説明し、その他方法がなかったか改善方法を検討します。 
 

１５ 当施設利用の際に留意いただく事項 

  当施設のご利用にあたって、施設に入所されている入所者の共同生活の場としての快適性・安全性

を確保するため、下記の事項をお守りください。 

食事 
 施設利用中の食事は、特段な理由がない限り施設が提供する食事を摂ってい

ただきます。 

来訪・面会 

ご家族の面会(10：00～19：00)は、入所者の状況（変化等）をご理解いただ

くために許す限り多くご来訪ください。ご来訪の際は、１階事務所前に置いて

あります面会カードにご記名のうえ、必ずフロア職員にお申し出てください。 

消灯時間 消灯時間は 21:00 です。 

外泊・外出 
外泊・外出の際は、その日時・期間と施設での食事の中止・再開時を事前に

お申し出ください。 

居室・設備 
施設内の居室や設備、器具は大切に取り扱ってください。故意に破損した場

合には賠償していただくことがあります。 

喫煙  喫煙は喫煙室以外ではお断りします。 

金銭管理 
 金銭・貴重品の自己管理が困難な場合は当施設の金銭管理サービスが利用で

きますので、事務所までお申し出ください。 

飲食物の持込 食品衛生上、生ものの持ち込みはご遠慮ください。 

迷惑行為等 
騒音等他の入所者に迷惑を及ぼすような行為はお断りします。また、むやみ

に他の入所者の居室に立ち入らないようにしてください。 

持ち込みの禁止 
刃物などの危険物やペットなど共同生活上問題となるものは原則として持

ち込むことができません。 

 

１６ サービスの第三者評価の実施状況について 

 当事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行っています。 

【実施の有無】 有 

【実施した直近の年月日】 令和４年１２月２３日 

【第三者評価機関名】 特定非営利活動法人ニッポン・アクティブライフ・クラブ 

【評価結果の開示状況】 独立行政法人福祉医療機構が運営するＷＡＭＮＥＴに掲載 
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１７ 代理事務に関する確認事項 

 （１）金銭の出納に関する事項 

    □ 預金・現金の出納 

    □ 年金等の受給 

    □ 健康保険料の納入 

    □ 医療費の納入・還付 

    □ 介護サービス等にかかる自己負担金の納入 

    □ その他 

（２）各種申請・申告業務 

   □ 入所に伴う各種の住所変更業務 

     □転入 □健康保険 □身体障害者手帳 □年金 □外国人登録 □住民税 

   □ 年金等の各種申告業務 

   □ 健康保険等の各種申告業務 

   □ 医療費等の還付・給付申請業務 

   □ その他入所後に発生する各種申請業務 
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１８ 緊急連絡先及び残置物の引取先 

 （１）緊急連絡先 

  次のとおり連絡先の順位をお知らせください。 

第１順位 

 〒          

 住 所                          

 氏 名                

 続 柄           

 連絡先 （自宅）           （携帯電話）             

 

第２順位 

 〒          

 住 所                          

 氏 名                

 続 柄           

 連絡先 （自宅）           （携帯電話）             

 

第３順位 

 〒          

 住 所                          

 氏 名                

 続 柄           

 連絡先 （自宅）           （携帯電話）             

（２）残置物引取人（契約書第 20 条参照） 

 契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることはありません。 

 ただし、入所契約が終了した後、当施設に残された入所し契約者の所持品（残置物）を契約者

自身が引き取れない場合に備えて「残置物引取人」を定めていただきます。 

当施設は、「残置物引取人」に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。 

また、引渡しにかかる費用は、契約者又は残置物引取人にご負担いただきます。 

  ※入所契約時に残置物引取人が定められない場合であっても、入所契約を締結することは可能です。 

 

残置物引取人 

□ 第１順位    □ 第２順位    □ 第３順位    □ 後日決定 
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令和  年  月  日 

 

この重要事項説明書の内容について、「吹田市介護保険法施行条例（平成 25 年吹田市条例第 7 号）第

13 条に定める指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」に基づき、説明を行いました。 

 

 

事 業 者 

所 在 地： 大阪府河内長野市河合寺４２３－１ 

法 人 名： 社会福祉法人みなと寮 

代表者名： 理事長 大西 豊美 

事業所名： 特別養護老人ホームみなと弘済園 

説 明 者： 説明者職名               氏名               ㊞ 

 

 

 この重要事項説明書の内容を上記事業者から説明を受け、その内容について同意し、重要事項説明書

の交付を受けました。 

 

 

入所者（契約者）住所                             

入所者（契約者）氏名                                            ㊞ 

ご家族（代理人）住所                             

ご家族（代理人）氏名                           ㊞ 

続   柄            

 

 

 

 

  

この重要事項説明書は、「吹田市介護保険法施行条例（平成 25 年吹田市条例第 7 号）第 13 条に定め

る指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」に基づき、利用申込者又はその家族へ

の重要事項説明のために作成したものです。 
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＜重要事項説明書付属文書＞ 
 

１．施設の概要 
（１）建物の構造   鉄筋コンクリート造５階建 

（２）建物の延べ床面積   １１，３１２．７３㎡ 
（３）併設事業 
   当施設では、次の事業を併設して実施しています。 
  [短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護]   

令和４年４月１日指定 吹田市 2771607682 号 空床型 
 

２．職員の配置状況 
<配置職員の職種> 

  介護職員… 入所者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等を行い 

        ます。 
        ３名の利用者に対して 1 名以上の介護職員を配置しています。 

  生活相談員…入所者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

        ３名の生活指導員を配置しています。 

  看護職員… 主に入所者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の介護、介助等も行

います。 
        ６名以上の看護職員を配置しています。 

  機能訓練指導員…入所者の機能訓練を担当します。 

                     １名の機能訓練指導員を配置しています。 

  介護支援専門員…入所者に係る施設サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

          生活相談員が兼ねる場合もあります。 
                    ３名以上の介護支援専門員を配置しています。 

  医 師…   入所者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 
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３．契約締結からサービス提供までの流れ 
入所者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成する「施設サー

ビス計画（ケアプラン）」に定めます。 
｢施設サービス計画（ケアプラン）｣の作成及びその変更は次の通り行います。（契約書第 2条参照）    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

４．サービス提供における事業者の義務（契約書第 7条、第 8条参照） 

当施設は、入所者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 
①入所者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 
②入所者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の

うえ、入所者から聴取、確認します。 
③入所者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日前までに、要介護認

定の更新の申請のために必要な援助を行います。  
④ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、サービスの提供を終了し

た日から、その他の記録については当該記録を作成し、又は取得した日から５

年間保管するとともに、ご契約者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物

を交付します。 
⑤入所者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。  
  ただし、入所者又は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得

ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場

合があります。 
⑥事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り

得た入所者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しませ

ん（守秘義務）。ただし、入所者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療

機関等に入所者の心身等の情報を提供します。また、入所者の円滑な退所のた

めの援助を行う際には、あらかじめ文書にて、入所者の同意を得ます。  
 
 

②その担当者は施設サービス計画の原案について、入所者及びそのご家族等に対し

て説明し、同意を得たうえで決定します。  

③施設サービス計画は、６か月（※要介護認定有効期間）に１回、もしくは入所者

及びそのご家族等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必

要のある場合には、入所者及びそのご家族等と協議して、施設サービス計画を変更

します。  

④施設サービス計画が変更された場合には、入所者に対して書面を交付し、その内

容を確認していただきます。  

①当施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）に施設サービス計画の原案作成やそのため

に必要な調査等の業務を担当させます。 



18 
 

５．施設利用の留意事項 
 当施設のご利用にあたって、施設に入所されている利用者の共同生活の場としての快適性、安全性を

確保するため、下記の事項をお守り下さい。 
（１）持ち込みの制限 

入所にあたり、以下のものは原則として持ち込むことができません。 
刃物などの危険物、ペット、騒音・異臭など共同生活上問題となる物。 
又、大きな家具及び所持品の数量にも制限があります。 

（２）面会 
 面会時間は、原則１０時００分～１９時００分です。  

  ※来訪者は、必ずその都度職員に届け出てください。 
  ※なお、来訪される場合、食品衛生上なまものの持ち込み、飲食はご遠慮ください。 

（３）外出・外泊（契約書第 21 条参照） 
外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

（４）食事 
食事が不要な場合は、前日までにお申し出下さい。 

（５）施設・設備の使用上の注意（契約書第９条参照） 
○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 
○故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、汚し

たりした場合には、入所者又はそのご家族等の自己負担により原状に復していただくか、又は相

当の代価をお支払いいただく場合があります。 
○入所者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合には、

入所者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。但し、その場合、ご

本人のプライバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 
○当施設の職員や他の入所者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動を行う

ことはできません。 
（６）喫煙 
   施設内の喫煙スペース以外での喫煙はできません。  

 

６．損害賠償について（契約書第 10 条、第 11条参照） 

  当施設において、事業者の責任により入所者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を

賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 
  ただし、その損害の発生について、入所者に故意又は過失が認められる場合には、契約者の置かれた

心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 
 
 
 
 
 
 
 
※ この重要事項説明書及び付属文書は、全社協「福祉サービスの契約及び情報提供のあり方検討委員会」

のとりまとめた、「介護サービスモデル契約書」におけるモデル重要事項説明書（平成 12 年 3 月 10 日）

をもとに作成したものです。 

 

 


